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九州大学知的財産取扱規則実施細則 

平 成２７年 度九大細 則第１号 

制  定：平成２７年 ９月２４日 

最終改正：令和 ４年 ３月３１日 

（令和３年度九大細則第３４号） 

（趣旨） 

第１条 この細則は、九州大学知的財産取扱規則（平成１６年度九大規則第９３号。以下

「規則」という。）第１１条及び第３６条の規定に基づき、発明者への補償及び知的財産

の取扱いに関し必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この細則において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

(1) 発明者 規則第６条に基づき、特許を受ける権利を九州大学（以下「本学」という。）

に承継した職員等をいう。 

(2)  実施料等 特許権等について民間機関等に実施許諾、譲渡等を行い、当該機関等か

ら本学が得る収入（他機関等と共同で実施許諾契約等を行った場合で、本学が代表し

て収入を受領したときは、他機関等に配分する分を除した額とする。）をいう。 

(3)  技術移転手数料 規則第３１条第３項の規定に基づき技術移転機関に技術移転業務

を委託し、当該業務の成果として本学が実施料等を得た場合に当該機関に支払われる

報酬をいう。 

(4)  実施補償金 本学が実施料等を得たときに発明者（退職等により本学の職員でなく

なった者を含む。）に支払う補償金をいう。 

（実施料等の配分） 

第３条 本学は、実施料等を得た場合は、当該実施料等から発明者へ３７．５％、大学本

部へ２５％及びオープンイノベーションプラットフォーム（以下「ＯＩＰ」という。）へ

３７．５％を配分する。 

２ 技術移転業務を技術移転機関に委託した場合は、技術移転手数料として、前項により

大学本部へ配分する実施料等から、実施料等の総額の２５％を当該機関に配分する。た

だし、規則第３２条に規定する知財特区（以下「知財特区」という。）が技術移転業務

を行った場合は、前項により大学本部へ配分する実施料等から、実施料等の総額の

１２．５％を当該知財特区に配分することができる。 

３ 前項により特定の知財特区に配分することとなる実施料等について、当該知財特区が

終了した場合は、当該知財特区が終了する前に指定した九州大学内の研究室等に配分す

ることができる。 

４ 本学は、実施料等を株式等（新株予約権及び新株予約権付社債を含む。）で取得した場

合、当該株式等が換金された時点で第１項に基づき配分を行う。 

５ 本学は、実施料等が支払われた都度、発明者に対して速やかに実施補償金を支払う。 
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６ 本学が一括技術移転（実施許諾、譲渡等に係る契約において、複数の特許権等を対象

として民間機関等に技術移転を行うことをいう。以下同じ。）した場合の各特許権等（基

礎出願を同じとする特許権等（外国における特許権等を含む。）は一の特許権等として取

り扱う。以下同じ。）の実施料等は、原則、実施料等の総額を各一の特許権等に均等に按

分した額とする。ただし、各一の特許権等の本学への貢献の度合等について関係者から

意見聴取の上、按分する比率を決めることができるものとする。 

７ 本学は、一括技術移転の対象となる特許権等の構成が技術移転契約締結後に変化した

場合は、実施料等が本学に支払われた時点における特許権等の構成に対して前項の規定

に基づき按分を行う。ただし、別の定めがある場合はこの限りでない。 

（実施料等の部局への還元） 

第４条 特定の特許権等（基礎出願を同じとする特許権等及び実施許諾契約等により複数

の特許権等が契約の対象となっている場合は当該特許権等全体をいう。）に係る実施料等

の一事業年度の合計額が２千万円以上の場合は、前条第１項によりＯＩＰに配分する実

施料等から、実施料等の総額の１８．７５％を発明者が所属する部局（発明者が発明届

出を行う際に明記した所属組織をいう。以下「発明者所属部局」という。）に還元する。 

２ 前項の規定にかかわらず、終了した特定の知財特区からＯＩＰへ特許権等が移管され

た場合であって、当該移管された全ての特許権等に係る実施料等の一事業年度の合計額

が２千万円以上となるときは、前条第１項によりＯＩＰに配分する実施料等から、実施

料等の総額の１８．７５％を発明者所属部局に還元する。 

３ 第１項の規定にかかわらず、特定の特許権等の出願等費用を第１６条の規定により知

財特区が管理する予算をもって支出する場合は、前条第１項によりＯＩＰに配分する実

施料等から、実施料等の総額の３７．５％を知財特区に還元する。 

４ 特定の特許権等の出願等費用を規則第９条の規定にかかわらず発明者所属部局が管理

する予算をもって支出する場合（第１６条の規定により知財特区が管理している予算か

ら支出する場合を除く。）は、前条第１項によりＯＩＰに配分する実施料等から、実施料

等の総額の１８．７５％を当該発明者所属部局に還元する。 

５ 前項において、当該特定の特許権等が技術移転に必要な契約を締結することとなった

ときは、実施料等の発明者所属部局への還元を行わないことを当該発明者が選択するこ

とにより、以後の出願等費用の支出については、規則第９条の規定によることができる

ものとする。ただし、発明者所属部局が管理する予算によりすでに支出した出願等費用

は、当該発明者所属部局に返還しない。 

６ 第１項から第４項の場合において、特定の特許権等の発明者が複数の場合は、次条の

規定に準じて算定した額を所属部局に還元するものとする。なお、当該発明者に本学の

学生が含まれている場合は、当該学生が在籍する部局に還元する。  

（実施補償金の算定） 

第５条 本学は、実施補償金について、同一の発明において発明者が複数の場合は、本学

における持分割合に応じて按分して算定する。 
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２ 前項にかかわらず、本学は、実施補償金の配分について事前に全発明者の同意がある

場合は、当該同意に基づき、各発明者への実施補償金を算定し、配分することができる。 

３ 第３条第１項又は前２項により算出した各発明者への配分額に千円未満の端数が生じ

た場合は、これを切り捨てて処理する。 

（発明者への配分通知） 

第６条 本学は、実施料等を得た場合は、発明者に対し実施補償金の配分について通知す

る。 

２ 発明者は、前項に規定する配分の通知先を退職等により変更する場合、別に定める様

式を本学に提出しなければならない。 

（実施補償金の使途） 

第７条 発明者は、実施補償金の全部又は一部を、発明者本人の意思に基づき、所定の手

続により、自己が本学において行う教育・研究のための経費に充てることができる。 

（実施補償金の支払手続） 

第８条 本学は、実施補償金の支払いについて、発明者が指定する銀行口座への振込送金

により行う。なお、当該銀行口座は、原則、当該職員に係る給与支払い用の銀行口座と

する。 

２ 発明者は、前項の銀行口座を変更する場合、別に定める様式を本学に提出しなければ

ならない。 

３ 本学の責によらず、実施補償金を振り込めない場合、本学は、当該実施補償金の支払

いを留保する。 

４ 前項の規定により留保した実施補償金について、消滅時効が成立するまでの間に発明

者から当該実施補償金の請求があった場合、本学は、当該請求に応じるものとする。 

（権利の承継） 

第９条 発明者は、実施補償金の支払を受ける権利を第三者に譲渡又は承継した場合、譲

渡等を証明する書類を本学に提出しなければならない。 

（職務発明以外への適用） 

第１０条 本学は、規則第６条に規定する方法以外の方法で職員から特許権等を譲り受け

た場合又は職員以外の者から特許権等を譲り受けた場合であって、オープンイノベーシ

ョンプラットフォーム長（以下「ＯＩＰ長」という。）が必要と認めたときは、本細則を

適用することができるものとする。 

（その他の準用） 

第１１条 第３条から前条までの規定は、規則第１３条に規定する本学に帰属する実用新

案権、意匠権、回路配置利用権（これらの権利の登録を受ける権利を含む。）の補償金等

の支払いに準用する。 

２ 第３条から前条までの規定は、規則第１５条から第２１条までに規定する本学に帰属

する著作権の補償金等の支払いに準用する。 

３ 第３条から前条までの規定は、規則第２３条から第２９条までに規定する本学に帰属
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するノウハウの補償金等の支払いに準用する。 

 （知財特区の申請及び承認） 

第１２条 知財特区の申請、申請内容の変更及び申請期間の満了については、別に定める

ところにより、必要な手続きを行わなければならない。 

２ 前項に基づく知財特区の手続きの承認は、変更（知財特区の申請理由・目的を変更す

る手続を除く）及び満了に係る手続を除き九州大学教育研究評議会規則（平成１６年度

九大規則第６号）第７条第１項に規定するオープンイノベーションプラットフォーム戦

略会議の審議を経て、総長が行う。 

３ 総長は、承認の可否及び承認期間等について、申請者に通知しなければならない。 

４ ＯＩＰは、承認された知財特区について、本学のホームページ上に掲載し、周知する

ものとする。 

（知財特区の職務発明の認定） 

第１３条 知財特区の職員が当該知財特区内で発明を行った場合の職務発明の認定につい

ては、規則第５条の規定にかかわらず、当該知財特区内で審議し、その結果を知財特区

代表者からＯＩＰ長へ報告するものとする。 

２ ＯＩＰ長は、前項の報告があった場合は、速やかに発明の認定について決定し、その

結果を知財特区代表者に通知するものとする。 

（知財特区の権利の承継） 

第１４条 知財特区で生じた職務発明に係る特許を受ける権利、データベース等の著作権

及びノウハウのノウハウ利用権の承継等については、規則第７条、第１８条及び第２６

条の規定にかかわらず、当該知財特区内で審議し、その結果を知財特区代表者からＯＩ

Ｐ長に報告するものとする。 

２ ＯＩＰ長は、前項の報告があった場合は、速やかに権利の承継等について決定し、そ

の結果を知財特区代表者に通知するものとする。 

（知財特区における出願等費用の支出） 

第１５条 規則第９条の規定にかかわらず、知財特区の出願等費用については、知財特区

が管理している予算から支出するものとする。 

 （知財特区の終了） 

（その他） 

第１６条 第１２条から前条までの規定は、成果有体物及び臨床試験データについては適

用しない。 

第１７条 ＯＩＰ長は、ＯＩＰにおいて知的財産（成果有体物及び育成者権並びに臨床試

験データを除く。）の管理活用を行う上で前条までの規定によりがたい事情が生じた場合

は、総長と協議し、適切に対処するものとする。 

第１８条 この細則に定めるもののほか、必要な事項については、ＯＩＰ長が別に定める。 

附 則 

この細則は、平成２７年１０月１日から施行する。 
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  附 則（平成２８年度九大細則第１２号） 

この細則は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則（平成３０年度九大細則第３号） 

 この細則は、平成３０年５月２５日から施行し、平成３０年４月１日から適用する。 

  附 則（平成３０年度九大細則第１９号） 

この細則は、平成３０年１１月２６日から施行し、平成３０年１１月１日から適用する。 

   附 則（平成３０年度九大細則第２４号） 

 この細則は、平成３０年１２月２８日から施行し、平成３０年１２月１日から適用する 

   附 則（平成３０年度九大細則第３１号） 

 この細則は、平成３１年２月１日から施行する。 

   附 則（令和元年度九大細則第４号） 

 この細則は、令和元年５月３１日から施行し、平成３１年４月１日から適用する。 

附 則（令和元年度九大細則第１２号） 

 この細則は、令和元年１０月１日から施行する。 

附 則（令和２年度九大細則第２４号） 

 この細則は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年度九大細則第３号） 

 この細則は、令和３年５月１日から施行する。 

附 則（令和３年度九大細則第３４号） 

 この細則は、令和４年４月１日から施行する。 

 

 


